
資料－４

子吉川の減災に係る取組方針

・平成２８年度 取組状況
・今後の取組計画
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⾬によって
災害のリスクが⾼まるメカニズムは

以下の３つが考えられる。

左のメカニズムを“タンクモデル”で表現し
各々の災害リスクの⾼まりを “指数”化し

警報等の “基準“への到達状況に応じて⾊分け表⽰。

雨によって引き起こされる災害発生の危険度の高まりを評価する技術
(土壌雨量指数・表面雨量指数・流域雨量指数と危険度分布)

アメダスやレーダー等による雨量の観測や、雨量の予測に代えて、雨によって引き起こされる

災害発生のリスクの高まりを「指数」によって評価し、危険度を５段階に色分けして地図上に

表示した「危険度分布」を提供。

３つの“指数”と警報等の“基準”を用いて、
雨によって引き起こされる災害の危険度の高まりを
評価・判断し、危険度分布の予測を提供。

タンクは、地表面や地中の表層、
中間層、より深い層を表し、雨が
溜まる効果を表現する。

11

2

時期
⼤⾬警報

（⼟砂災害）
⼤⾬警報
（浸⽔害） 洪⽔警報

※⼤河川については指定河川洪⽔予報を別途発表

平成20年
5⽉以前

平成20年
5⽉

＋

（ さ15km以上の約4,000河川のみ）

平成29年
7⽉上旬

（国⼟数値情報に登録された
全国の約20,000河川）

⾬ 量

雨に関する警報についての技術開発 ～発表基準に用いる指標の変遷～

○当初、⾬に関する警報は、「 量」のみを いて危険度の まりを評価し、発表を判断。
○平成20年から「 量」に加え、⼟砂災害・洪 害の危険度の まりを評価する指標として
「 壌 量指数」及び「流域 量指数」も発表基準に導⼊。平成22年からは 警報
(⼟砂災害)と⼤⾬警報(浸⽔害)を区別した発表を開始。

○平成29年7⽉からは「表 量指数」の導⼊と「流域 量指数」の精緻化により、
⼟砂災害・浸⽔害・洪 害の危険度の まりを３つの「指数」で評価し、警報の発表を判断。

壌 量指数

表 量指数

流域 量指数

量

流域 量指数

量

2

5km
格⼦

1km
格⼦

5km
格⼦

1km
格⼦

（⼤⾬警報の発表基準への導⼊
以前から、平成12年7⽉より
⼟砂災害に対する⼀層の
警戒を呼びかける警報の
切替えに利 。）

※平成22年から⼤⾬警報(⼟砂災害)と⼤⾬警報(浸⽔害)を区別した発表を開始。

キーワード①　「伝える」　　【秋田地方気象台】　Ｈ２９年度取り組み事例
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表面雨量指数の導入による大雨警報(浸水害)の改善、及び
大雨警報(浸水害)の危険度分布の提供

① 大雨警報(浸水害)の改善を図るため、大雨警報(浸水害)の発表基準に、短時間強雨による浸水害発生
との相関が雨量よりも高い指数（表面雨量指数）を導入する。

② 大雨警報(浸水害)を補足するため、市町村内のどこで大雨警報(浸水害)基準値に達するかを視覚的に確認
できるよう、表面雨量指数を基準値で判定した結果を危険度分布の予測を示す情報として提供する。

住

警報等を補⾜する情報

大雨警報（浸水害）等が発表された市町村内において、
実際にどこで危険度が高まっているかを確認。

市町村

基準判定結果を地図上に表示発表基準※に導入

⼤⾬注意報

⼤⾬警報
（浸⽔害）

危険度の まりを伝える情報

等

危険度の
⾼まりを
伝える

表 量指数

危険な地域
を視覚的
に確認

精精度改善（不要な警報の発表回避等）

短時間強雨による浸水害発生と相関が高い指標

※ 短時間強雨による浸水害発生との相関が高い表面雨量指数の
導入に伴い、現在用いている雨量基準（1時間雨量基準、3時間
雨量基準）は廃止する予定。

危険な地域を分かりやすく表示

⼤⾬警報（浸 害）の危険度分布

⾼
危
険
度
低

気象庁ＨＰに
おける表示

＜表面雨量指数＞

4

地中に水がしみこみやすい山地や

水はけのよい傾斜地では雨水が

たまりにくい。

表面雨量指数の概要

浸
透
を
考
慮
し
た
流
出

都市部
直列五段タンクモデルを使⽤

都
市
域
の
流
出

タンク流出量 × 地形補正係数 ＝ 表 量指数

都市化率に応じた重み付き平均

その場の表 流出流の強さ 傾斜でみた排 効率 その場で降った による浸 危険度

表面雨量指数・・・地面の被覆状況や地質、地形勾配等の地理情報を考慮して、降った雨が
地表面にたまっている量をタンクモデルにより数値化した指標

表面雨量指数の特徴

アスファルトに覆われた都市部や

平坦で水はけの悪い場所では

雨水がたまりやすい。

⾮都市部
直列三段タンクモデルを使⽤

平坦な場所や都市域で大きな値を示す傾向がある。

短時間に降る局地的な大雨による浸水害発生との相関が高い。

＜表面雨量指数＞
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5

気象庁ホームページにおける「大雨警報(浸水害)の危険度分布」の表示イメージ

■大雨警報（浸水害）の危険度分布とは

大雨警報（浸水害）の危険度分布は、大雨警報（浸水害）を補足する情報です。短時間の大
雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を示しており、大雨警報（浸水害）等が発表され
たときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができます。１時間先までの表面雨
量指数の予測値が大雨警報（浸水害）等の基準値に到達したかどうかで、危険度を５段階に
判定しています。

⾊ 意味 住 等の 動の例 想定される周囲の状況例 5

ホーム > 防災情報 > 大雨警報（浸水害）の危険度分布

１時間先までの表面雨量指数の
予測値が大雨警報等の基準値に
到達しているかどうかで危険度を
５段階に色分けして、1km毎に
表示。

極めて危険

非常に危険

警戒

注意

今後の情報等に留意

⾼
危
険
度
低

07/15 10:20

＜表面雨量指数＞

6

流域雨量指数の精緻化による洪水警報の改善、及び、
洪水警報の危険度分布の提供

① 洪水警報の改善を図るため、洪水警報発表の基となる指数（流域雨量指数）を精緻化する。

② 洪水警報を補足するため、市町村内のどこで洪水警報基準値に達するかを視覚的に確認できるよう、
精緻化した流域雨量指数を基準値で判定した結果を危険度分布の予測を示す情報として提供する。

住

警報等を補⾜する情報

洪水警報等が発表された市町村内において、
実際にどこで危険度が高まっているかを確認。

市町村

危険度の まりを伝える情報

危険度の
⾼まりを
伝える

流域 量指数

小河川も計算対象河川に含める※1

危険な地域
を視覚的
に確認

基準判定結果を地図上に表示

危危険な地域を分かりやすく表示

発表基準※2に導入

※2 流域雨量指数の精緻化と対象河川拡大に伴い、
現在用いている雨量基準（1時間雨量基準、3時間
雨量基準）は廃止する予定。

※1 計算格子を精緻化（５km→１km）し、精度向上を図る。
流路長１５km未満の小河川も計算対象に含め、
国土数値情報に登録された全ての中小河川を
対象に流域雨量指数を計算する。

精度改善（不要な警報の発表回避等）

洪 警報の危険度分布

⾼
危
険
度
低

気象庁ＨＰに
おける表示

洪⽔注意報

洪⽔警報
等

＜流域雨量指数＞
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各地点での中小河川の洪水危険度※の高まりを表す。

流域で降った大雨による中小河川の外水氾濫による洪水害発生との相関が雨量よりも高い。
※ 危険度は、洪水警報等の基準値への到達状況に応じて色分け表示される。洪水警報等の基準値は、過去の災害発生時の流域雨量指数を

網羅的に調査した上で設定しており、計算処理上の仮定に記載した、指数計算では考慮されていない要素も基準値には一定程度反映されている。

流流域雨量指数の特徴

流域雨量指数の概要とその精緻化

7

格子間隔 5km

対象河川の
条件

国土数値情報に
登 録 さ れ て い る

河川のうち、長さ
15km以上の河川

格子間隔 1km

対象河川の
条件

国土数値情報に
登 録 され て い る
全ての河川

現在

H29～

赤色が新たに計算対象
となる河川（岩手県の例）

○流域雨量指数は、河川の上流域に降った雨水が、地表面や地中を通って河川に流れ出し、河川に沿って流れ下る量を数値化したもの。
○過去の災害発生時の流域雨量指数の値に基づき、気象庁が発表する洪水警報等の基準値を設定している。
○平成29年度出水期より、流域雨量指数の計算格子を5kmから1kmに精緻化し、長さ15km未満の河川も計算対象とする。

＜流域雨量指数＞

8

指定河川洪水予報

氾濫注意情報

氾濫発生情報
氾濫危険情報
氾濫警戒情報

・指定河川洪水予報
・水位情報（川の防災情報）

洪水警報の危険度分布

洪洪水警報の危険度分布

指定河川洪水予報の
発表状況も重ねて表示。

洪水警報の危険度分布

気象庁ホームページにおける「洪水警報の危険度分布」の表示イメージ

鉄道や道路等を重ねた表示も可能。

洪水警報の

危険度分布

大雨警報（浸水害）の

危険度分布

留意事項

拡大すると、
河川名も表示。

■洪水警報の危険度分布とは

洪水警報の危険度分布は、洪水警報を補足する情報です。指定河川洪水予報の発表対象
ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）の上流域に降った雨による洪水害発生の
危険度の高まりの予測を示しており、洪水警報等が発表されたときに、どこで危険度が高まる
かを面的に確認することができます。３時間先までの流域雨量指数の予測値が洪水警報等の
基準値に到達しているかどうかで、危険度を５段階に判定しています。

⾊ 意味 住 等の 動の例 想定される周囲の状況例 8

３時間先までの流域雨量指数の
予測値が洪水警報等の基準値に
到達しているかどうかで危険度を
５段階に色分けして、概ね
１ｋｍ毎に表示。

極めて危険

非常に危険

警戒

注意

今後の情報等に留意

⾼
危
険
度
低

＜流域雨量指数＞
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警報の危険度分布

改善後現状

数十年に一度の大雨となる府県予報区内において、
大雨警報を全て大雨特別警報に切り替えて発表。

数十年に一度の大雨となる府県予報区内において、大雨警報を
大雨特別警報に切り替えて発表。ただし、警報の危険度分布において、
最大危険度すら出現していない市町村は除外して大雨特別警報を発表。

※ 特別警報の発表基準・指標の変更はありません。

数十年に一度の大雨となる府県予報区内において、大雨警報を全て大雨特別警報に切り替えて発表。

数十年に一度の大雨となる府県予報区内において、大雨警報を大雨特別警報に切り替えて発表。
ただし、危険度分布の技術を活用して、危険度が著しく高まってはいないと判断できる市町村は除く。

計 画

現 状

雨量分布

特別警報等の発表対象区域

雨量分布

特別警報等の発表対象区域

特別警報
警報
注意報

特別警報
警報
注意報

改善

危険度が著しく高まっている区域を
より明確にして大雨特別警報を発表

危険度分布の技術を活用した
大雨特別警報の発表対象区域の改善

警報等を補足するメッシュ情報
警報の危険度分布

9

※大雨特別警報（浸水害）については、「大雨警報（浸水害）の危険度分布」に加え、「洪水警報の危険度分布」も
発表対象区域の判断に用います。既に浸水が発生している状況下では、数十年に一度の大雨となりさらに
雨が降り続くことによって浸水状況がさらに悪化すると予想されるためです。

＜大雨特別警報＞

⾼
危
険
度
低

10

雨による災害に関する防災気象情報と利活用の例

10

（参考）
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主な取組項目
想定最大規模の洪水での浸水想定区域図・時系列洪水氾濫シミュレーション、
避難計画を考慮したハザードマップの作成・周知

取 組 名 称
子吉川水系（国管理区間）における想定最大規模の降雨による洪水浸水想定
区域等を公表 （Ｈ２９．１．２０）

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田地方気象台 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ② 促す ③ 守りきる

■取組機関 秋田地方気象台

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図、
浸水継続時間、家屋倒壊
等氾濫想定区域

・計画降雨規模による洪水
浸水想定区域図

（秋田県 総合防災課）

洪水浸水想定区域図 浸水継続時間

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田県 秋田地方気象台■取組機関 秋田地方気象台

取 組 名 称 想定最大規模降雨による浸水想定区域図等の公表に向けた検討

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

県管理の洪水予報河川・水位周知河川を対象に想定最大規模降雨による浸水想定区域図の
公表に向け、情報収集や検討を実施。 ～平成３４年３月

○予定スケジュール
・Ｈ２９年４月～：Ｈ２８に引き続き、情報収集・検討を継続
・Ｈ３０年３月頃：浸水想定区域図公表の方針（年次計画）策定

■５ヶ年（Ｈ３２年度まで）を見据えた、今後計画している取組
・対象河川の最大規模降雨による浸水想定等実施：平成３３年度まで（予定）
・浸水想定区域の公表：平成３３年度まで（予定）

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整由利本荘市 秋田地方気象台■取組機関 秋田地方気象台

（秋田県 河川砂防課）

取 組 名 称 ハザードマップの作成・周知

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

想定最大規模降雨による浸水想定区域を考慮した洪水ハザードマップの検討実施予定。
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由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田県 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ② 促す ③ 守りきる

■取組機関 東北地整

主な取組項目
注意報・警報・洪水予報・避難勧告等を発表し、気象庁ＨＰ・関係自治体・報
道機関・情報伝達装置により住民へ伝達

取 組 名 称 Ｌアラート全国一斉訓練の実施（平成２８年５月１７日）

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

【秋田県防災ポータルサイトによる災害情報等の一元的な情報提供】
・洪水等発生の恐れがある際に、地域住民へ災害情報等が迅速・確実に伝達されるよう、

「秋田県防災ポータルサイト」により、河川の水位、市町村別の避難情報等を一元的に
発信する体制を整備している。

【避難情報等をリアルタイムに提供する「Ｌアラート」の配信訓練の実施】
・避難情報（避難勧告等情報、避難所の開設情報など）はＬアラートによりテレビの

データ放送等で配信されることから、市町村と共同でＬアラート配信訓練を実施する
など、確実な情報伝達に取り組んでいる。

（テレビデータ放送情報配信試験の状況）（平成２８年５月１７日Ｌアラート全国一斉訓練実施）

（秋田県 総合防災課）

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田県■取組機関

取 組 名 称 県・市町村共同による「Ｌアラート」全国一斉訓練の実施（平成29年5月）

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

【避難情報等をリアルタイムに提供する「Ｌアラート」の配信訓練の実施】
・避難情報（避難勧告等情報、避難所の開設情報など）はＬアラートによりテレビの

データ放送等で配信されることから、市町村と共同でＬアラート配信訓練を実施する
など、確実な情報伝達に継続して取り組む。
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主な取組項目 タイムラインを活用したリアリティのある防災訓練の実施

取 組 名 称
子吉川水系（国管理区間）における想定最大規模の降雨による洪水を想定し、
タイムラインを活用した防災訓練（情報伝達訓練）（Ｈ２９．２．２０）

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ③ 守りきる

■取組機関

・タイムライン運用の習熟
・タイムライン内容の検証

（避難勧告等の情報提供、
ホットラインによる情報
共有）

（秋田県 総合防災課）

予測水位を見ながら、情報伝達訓練を実施。
ＴＬ上の情報提供契機等を検証。

ホットラインによる情報伝達訓練を実施。
事務所長 ⇒ 由利本荘市

・由利本荘市は独自に自主防災
組織との情報伝達訓練を実施。

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整東北地整■取組機関

取 組 名 称
子吉川水系（国管理区間）における想定最大規模の降雨による洪水を想定し、
タイムラインを活用した防災訓練（情報伝達訓練）

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

・Ｈ２９年度以降の防災訓練の実施については、Ｈ２８年度の結果を見ながら協議会で
検討予定。

・住民向けのわかりやすいタイムラインを作成し、自治体広報誌等を活用し周知予定。

・子吉川沿川の自主防災組織をはじめとする一般住民を対象にタイムラインについて
勉強会等を実施予定。

（秋田県 河川砂防課）
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由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ② 促す

■取組機関 秋田地方気象台 東北地整

主な取組項目 防災に関する教育。自主防災組織の結成、組織行動の支援

取 組 名 称 防災アドバイザーの派遣による自主防災組織の結成支援

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

【防災アドバイザーの派遣による自主防災組織の結成支援】
・由利本荘市矢島地区自主防災組織連絡協議会（平成２８年７月５日）など由利本荘市内

で９回開催。
・町内会等へ「自主防災アドバイザー」（防災士の資格保有者）を派遣し防災講座を実施

した（県内全体では４６回開催）。

（秋田県 総合防災課）

【参考：教育機関と連携した防災教室の開催】
・県教育委員会、市町村と連携し、小・中学生、保護者等を対象に地震等災害を想定した

避難所運営などグループワーク形式の防災教室を実施した。（県内全体で１２回開催）。

防災講座の様子（H29.3.5 吉沢地区）

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整由利本荘市 秋田県■取組機関

取 組 名 称 防災アドバイザーの派遣による自主防災組織の結成支援

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

【防災アドバイザーの派遣による自主防災組織の結成支援】
・町内会等へ「自主防災アドバイザー」（防災士の資格保有者）を派遣し、防災講座を

実施する。

【教育機関等と連携し、学校において防災教室を開催】
・県教育委員会等、市町村と連携し、小・中学生、幼稚園・保育所園児、教職員、保護者

等を対象に地震等災害を想定した避難所運営などグループワーク形式の防災教室を継続
して実施する。
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主な取組項目 構成機関が連携した水防訓練・水防工法講習会の実施

取 組 名 称 平成２８年度 水防技術講習会（Ｈ２８．１１．６）

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田地方気象台 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ② 促す

■取組機関 秋田地方気象台

・水防団員等の水防技術の向上、技術的なリーダー
を育成することを目的に水防技術講習会を実施。

参加者 １１３名

・土のうの作り方
・ロープワーク（縄結び）
・水防工法（月の輪工、シート張り工）

（秋田県 総合防災課）

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台秋田県■取組機関 秋田地方気象台由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整東北地整■取組機関

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田県■取組機関

取 組 名 称 水防工法講習会

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

由利本荘市岩城道川（君ケ野川）にて、にかほ市消防団を講師に招き、消防学校、建設業
協会、各地域振興局建設部が各工法技術を習得する。

○予定スケジュール
・Ｈ２９年１０月頃を予定

（秋田県 河川砂防課）

秋田地方気象台 東北地整

取 組 名 称 水防工法講習会

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

・今後も継続して実施する予定。

・Ｈ２９年度は「雄物川総合水防演習」の関係で、東北６県が対象。

・Ｈ３０年度以降は子吉川協議会構成機関を対象として実施予定。
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主な取組項目 構成機関が連携した防災に関する啓発活動（防災教育）、避難訓練等の拡充

取 組 名 称 由利本荘市自主防災組織 「防災研修」 （Ｈ２８．８．２４）

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ② 促す

■取組機関 秋田地方気象台

子吉川沿川の自主防災組織（約３０人）を対象に秋田河川国道事務所および国土交通省の
防災への取組について「防災研修」を実施。

・秋田河川国道事務所災害対策設置基準、災害対策室・ＣＣＴＶカメラ等の紹介
・子吉川の防災への取組
・国道における道路防災の取り組み
・九州熊本地震への緊急災害派遣隊（TEC-FORCE）
・東日本大震災への対応（東北地方整備局）

（秋田県 総合防災課）

秋田県

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整東北地整■取組機関

取 組 名 称 構成機関が連携した防災に関する啓発活動（防災教育）、避難訓練等の拡充

実 施 内 容

Ｈ ２ ９ 計 画

・今後も継続して実施する予定。

・今後は由利本荘市、秋田県、秋田地方気象台と連携。

・子吉川沿川の自主防災組織（一般住民）、学校を対象に防災教育、避難訓練等を実施予定。

（秋田県 河川砂防課）
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主な取組項目 構成機関が連携した防災に関する啓発活動（防災教育）、避難訓練等の拡充

取 組 名 称 水害・土砂災害への備えに関する要配慮者利用施設の管理者向け説明会

実 施 内 容

Ｈ ２ ８ 実 施

由利本荘市 秋田県 秋田地方気象台 東北地整秋田県 東北地整

① 伝える ② 促す ③ 守りきる

平成２８年度 取組状況 及び 今後の取組計画

■減災のための目標達成に向けた３つのキーワード ① 伝える ② 促す

■取組機関

昨年発生した台風１０号に伴う豪雨により、岩手県の小本川
が氾濫し、岩泉町の高齢者施設において多数の利用者が亡くな
るという痛ましい被害が発生している。

このような要配慮者利用施設において、水害・土砂災害時に
適切な避難行動がとられるよう施設の管理者に理解を深めてい
ただくための説明会を国土交通省と共同開催した。

○主 催：東北地方整備局、秋田県
○会 場：県内８会場（対象施設約２，８００）

由利本荘市 Ｈ２９．３．８
○対象者：要配慮者利用施設の管理者、市町村の福祉・防災

の各担当者
○説明内容：
・防災気象情報（秋田地方気象台）
・水害・土砂災害への備え（東北地方整備局）
・社会福祉施設における利用者の安全確保

（秋田県健康福祉部）
・防災情報の提供（秋田県建設部）

（秋田県 河川砂防課）
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